
学事課
高等学校担当

単位：千円
内線　2554

会計 款 項 目

平成２６年度予算見積調書 課室名
担当名

説明事業

B2
埼玉県私立高等学校等奨学のための給付金事業 一般会

計

教育費 私立学
校費

私立学校等振興費 私立学校父母負担軽減事業補助

番号 事業名

事 業
期 間

平成26年度～ 根 拠
法 令

なし 戦略項目 06　　  時代に応え未来を拓く人材育成

分野施策 020105　私学教育の振興

１　事業の概要
　教育の機会均等の確保のため、一定の所得以下の世帯
に対し高等学校等奨学のための給付金を支給する。

（１）高等学校全日制（県内校）  94,466千円
（２）高等学校全日制（県外校）  28,844千円
（３）高等学校通信制（県内校）   1,714千円
（４）高等学校通信制（県外校）   2,116千円
（５）専修学校高等課程　　　　   2,570千円
（６）事務費　　　　　　　　　　   627千円

５　事業説明
（１）事業内容
　  ア　一定の所得以下の世帯に対し、高等学校等奨学のための給付金を支給する。  129,710千円
　　　　〔教科書費、教材費、学用品費等相当額〕
　　　  対象学種
　　　　  高等学校全日制及び専修学校高等課程（県内・県外）　第１子： 38,000円　第２子以降：138,000円
　　　　  高等学校通信制（県内・県外）　　　　　　　　　　　第１子： 28,900円　第２子以降： 38,100円
　　　　  生活保護世帯（通信制の場合は対象外）　　　　　　　52,600円

　  イ　給付金支給の事務処理に要する費用に充当するため各学校に事務費を交付する。　627千円
　　　　  生徒１人当たりに要する費用　400円　見込対象者数1,566名
　
（２）事業計画
　　　平成２６年４月以降の入学者を対象とする（学年進行）。
　　　平成２６年度
　　ア　高等学校全日制（県内校）94,466千円
　　　　見込額　第１子  19,912千円　第２子以降　72,450千円　生活保護　2,104千円
　　イ　高等学校全日制（県外校）28,844千円
　　　　見込額　第１子　 6,080千円　第２子以降　22,080千円　生活保護　　684千円
　　ウ　高等学校通信制（県内校） 1,714千円
　　　　見込額　第１子　 　723千円　第２子以降　 　991千円
　　エ　高等学校通信制（県外校） 2,116千円
　　　　見込額　第１子　 　896千円　第２子以降　 1,220千円
　　オ　専修学校高等課程　       2,570千円
　　　　見込額　第１子　 　532千円　第２子以降　 1,932千円　生活保護　  106千円

（３）事業効果：経済的な事情により高等学校等への進学を断念する家庭の減尐。

２　事業主体及び負担区分
 （国1/3・県2/3）

３　地方財政措置の状況
 （国において検討中）

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×0.1人＝950千円

要求額・審査額 国庫支出金 一般財源 前年との対比 過去の予算額 現計予算額

（一般財源）

決 130,337 43,234 87,103 130,337

要

前 0 0

　- 総務部・Ｂ2 -

130,337

0

うち一財

130,337 43,234 87,103

【審査の考え方】 

 私立学校等の在学生のうち、低所得世帯等を対象とした奨学のため

の給付金の必要性を認め、要求額を措置した。 



税務課
納税・管理担当

0

　- 総務部・Ｂ4 -

前 0

98,332 98,332

うち一財

要 98,332

98,332 98,332決 98,332

（一般財源）

一般財源 前年との対比 過去の予算額 現計予算額

１　事業の概要
　新たな滞納の発生自体を抑制するために、納税機会を
拡大し納期内納付を推進する必要がある。そこで、クレ
ジットカードによる納税やエルタックスを利用した電子
納税など、納税機会の拡大・多様化を図り、滞納額を圧
縮する。

(１)クレジット納税導入事業費            24,460千円

(２)電子納税［エルタックス利用］導入事業費
              　　　　　　　　　　　    73,872千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　  ア　クレジット納税導入事業費
  　　　　　税務システム等改修費　　                          24,460千円
            自動車税について、インターネットのホームページからクレジットカード情報を入力して納税を行う。
　　  イ　電子納税［エルタックス利用］導入事業費
          　税務システム等改修費、電子機器賃借料及び保守費    73,872千円
            法人二税について、エルタックスを利用してインターネットのホームページから電子納税を行う。
　

（２）事業計画
　  　ア　クレジット納税導入事業費
　　　　　  平成２６年度　システム改修
　　　　　　平成２７年度　導入
　　  イ　電子納税［エルタックス利用］導入事業費
　　　　　  平成２６年度　システム改修
　　　　　　平成２７年度　導入

　
（３）事業効果
　　  納税機会の拡大・多様化を図ることで、納税者の利便性が向上する。また、利便性が向上することで、納税率
　  の向上と滞納処分に係る経費の縮小が期待できる。

（４）その他
　　  クレジット納税は東京都など１６都府県、電子納税は７都県で導入済みである。

２　事業主体及び負担区分
　（県10/10）

３　地方財政措置の状況
　普通交付税（単位費用）
（区分）総務費（款）徴税費（細目）徴税費
（細節）一般経費（積算内容）電算処理

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×0.5名＝4,750千円

要求額・審査額

事 業
期 間

平成26年度～ 根 拠
法 令

地方税法第２０条の６ 他 戦略項目

分野施策

説明事業

B4
納税機会拡大化事業費 一般会

計

総務費 徴税費 賦課徴収費 税務システム維持管理費

番号 事業名 会計 款 項 目

平成２６年度予算見積調書 課室名
担当名

単位：千円
内線　7606

【審査の考え方】 

 納期内納付を推進するため、自動車税のクレジット納税、法人

二税の電子納税を導入する必要性を認め、要求額を措置した。 



個人県民税対策課
企画指導担当

0

　- 総務部・Ｂ5 -

前 0

35,117 35,117

うち一財

要 35,117

35,117 35,117決 35,117

（一般財源）

一般財源 前年との対比 過去の予算額 現計予算額

１　事業の概要
　本県の県税納税率は4年連続で全国最下位となり、そ
の大きな要因は市町村で賦課徴収される個人県民税の納
税率低迷にある。
　他都道府県に先駆けた現年課税分対策を実施し、滞納
の未然防止、年度内の税収確保を確実に推進する。
　また、市町村の滞納整理に取り組む職員の人材を育成
することにより、県税納税率の飛躍的な向上と大幅な増
収を図る。

５　事業説明
（１）事業内容
　　１　特別徴収全県一斉指定事業　　　　　　　　　7,891千円
　　（ア）特別徴収一斉指定を直接事前周知するための概要書作成　　　　　　3,607千円
　　（イ）円滑な指定を推進するための事業者向け事務手引作成　　　　　　　4,137千円
　　（ウ）会議費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　147千円
　　２　納期内納付広報事業　　　　　　　　　　　　2,771千円
　　（ア）第１期納期内納付キャンペーン　　　　　　　　　　　　　　　　　1,539千円
　　（イ）コンビニレジ液晶画面による納期内納付の周知徹底　　　　　　　　1,232千円
　　３　ペイジー口座振替受付サービス導入事業　　 21,000千円
　　４　実務研修生受入拡大事業　　　　　　　　　　3,455千円

（２）事業計画
　　１　特別徴収全県一斉指定事業
　　　　平成２６年度　特別徴収未実施事業者等への制度・取組周知徹底
　　　　平成２７年度　特別徴収全県一斉指定実施
　　２　納期内納付広報事業
　　　　平成２６年６月、８月、１０月、１月に納期内納付を周知徹底
　　　　平成２７年度以降　一部継続実施
　　３　ペイジー口座振替受付サービス導入事業
　　　　平成２６年度　補助対象１０団体
　　　　平成２７年度　補助対象１０団体
　　４　実務研修生受入拡大事業
　　　　平成２６年６月～平成２７年３月　２０団体２０人の実務研修生受入
　　　　平成２７年度以降継続

（３）事業効果
　　　　個人県民税の現年度納税率の向上が図られ、自主財源である県税収入が確保される。

２　事業主体及び負担区分
１、２、４　（県10/10）
３　　　　　（県1/2）市1/2

３　地方財政措置の状況
　普通交付税（単位費用）
（区分）総務費（款）徴税費（細目）徴税費
（細節）一般経費（積算内容）税務行政の広報・啓発、
徴税強化に要する経費

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×5人＝47,500千円

要求額・審査額

事 業
期 間

平成26年度～ 根 拠
法 令

地方税法第41条 戦略項目

分野施策

説明事業

B5
個人県民税税収確保促進事業費 一般会

計

総務費 徴税費 賦課徴収費 個人県民税対策費

番号 事業名 会計 款 項 目

平成２６年度予算見積調書 課室名
担当名

単位：千円
内線　2646

【審査の考え方】 

 個人県民税の納税率向上、納期内納付の推進のため、平成２７年度実施予定の特

別徴収一斉指定に向けた周知徹底、コンビニレジ液晶画面での広報、ペイジ―口座

振替受付サービス導入を図る市町村への補助の必要性を認め、要求額を措置した。 



学事課
高等学校担当

31,480,661 (30,942,906) 31,480,661

　- 総務部・Ｂ16 -

前 36,297,687 4,817,026

31,948,265 553,873 24  35,637,986

うち一財

要 36,851,560 4,903,295

36,297,687(30,573,757)

31,948,265 553,873 23　35,191,279決 36,851,560 4,903,295

（一般財源）

一般財源 前年との対比 過去の予算額 現計予算額

１　事業の概要
　私立学校の教育条件の維持向上及び私立学校の経営の
健全性の維持向上を図るため、私立学校の経常的経費に
対して補助を行う。

　私立学校運営費補助　36,851,560千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　　各学校の経常的経費（人件費、教育研究費、管理経費等）に対し、予算の範囲内で補助を行う。
　
　　 ア　高等学校　　　　　　　　　　　　　　　　 14,154,694千円
　　　　 ・(人件費＋教育研究経費＋管理経費＋設備関係) × 補助率３４.３％（現行の補助率を維持）
　　　　 ・補助単価　281,052円（前年比 3,888円増）
         ・消費税増税の影響による増額
　　 イ　幼稚園　　　　　　　　　　　　　　　　　 19,435,080千円
　　     ・補助単価　176,600円（前年比 1,885円増）
　　　　 ・標準費の過年度の増加額等を踏まえて補助単価を設定
　　 ウ　その他(小・中・特別支援・専修･各種学校) 　3,261,140千円

　　 エ　事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　646千円
　　　　 ・私立学校助成審議会経費等

（２）事業計画
　　　　学校法人等に対する補助に加えて、法人運営、学校運営について検査を継続的に実施することにより、
　　　教育条件の維持向上及び私立学校の経営の健全性の維持向上を図る。

（３）事業効果
　　　　教員１人当たり生徒数（高等学校）平成14年度：20.6人→　平成19年度：18.8人→　平成24年度：19.4人
　　　　教員１人当たり園児数（幼稚園）　平成14年度：17.7人→　平成19年度：14.6人→　平成24年度：13.6人
　　　　消費支出比率（高等学校）　　　　平成14年度：95.3% →　平成19年度：101.2%→　平成24年度：99.8%
　　　　消費支出比率（幼稚園）　　　　　平成14年度：85.2% →　平成19年度： 88.6%→　平成23年度：92.4%

２　事業主体及び負担区分
　事業主体　学校法人等
　負担区分　(国：定額、県：定額)
　　　　　　学校法人等：補助を除く全額

３　地方財政措置の状況
　普通交付税（単位費用）（区分）教育費（款）その他
の教育費（細目）私立学校助成費（細節）私立学校助成
費（積算内容）高校259,900円　中学校259,400円　小学
校259,400円　幼稚園150,900円

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×2.9人＝27,550千円

要求額・審査額 国庫支出金

事 業
期 間

昭和50年度～ 根 拠
法 令

私立学校振興助成法９条 戦略項目 06　　　時代に応え未来を拓く人材育成

分野施策 020105　私学教育の振興

説明事業

B16
私立学校運営費補助 一般会

計

教育費 私立学
校費

私立学校等振興費 学校法人等助成費

番号 事業名 会計 款 項 目

平成２６年度予算見積調書 課室名
担当名

単位：千円
内線　2563

【審査の考え方】 

 私立学校の教育条件・学校経営の健全性の維持向上に向けた助成

を継続する必要性を認め、要求額を措置した。 



学事課
高等学校担当

2,182,103 (2,051,420) 2,182,103

　- 総務部・Ｂ17 -

前 10,181,579 7,315,368 683,048 1,060

2,128,262 △ 116,422 24  10,000,432

うち一財

要 10,065,157 7,169,961 765,862 1,072

10,181,579(1,905,182)

2,128,262 △ 116,422 23　10,182,054決 10,065,157 7,169,961 765,862 1,072

（一般財源）

一般財源 前年との対比 過去の予算額 現計予算額

１　事業の概要
　私立学校に入学及び在学する生徒のうち、所得が一定
以下の世帯を対象に父母負担の軽減を図り、生徒の修学
を支援する。

（１）私立幼稚園保育料軽減事業補助   　 84,754千円
（２）私立学校授業料等軽減事業補助　 2,316,704千円
（３）私立学校入学金軽減事業補助     　498,600千円
（４）事務費                          　52,207千円
（５）高等学校等就学支援金（私立） 　7,112,892千円

５　事業説明
（１）事業内容・事業計画
　　ア　私立幼稚園保育料軽減事業補助（補助対象見込　767人）　                 　 　84,754千円
　　    ・保護者の失業・死亡・離婚等による家計急変世帯を対象として、保育料の一部を補助する。

　　イ　私立学校授業料等軽減事業補助（補助対象見込　23,044人）
　 　 (ｱ) 小・中学校　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                　   　10,000千円
　　    ・保護者の失業・死亡・離婚等による家計急変世帯を対象として、授業料の一部を補助する。
 　　 (ｲ) 高等学校(全日制・通信制)　　　　　　　　　　                    　  　2,796,301千円
　 　 (ｳ) 特別支援学校　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　         　     　 3,413千円
　 　 (ｴ) 高等専修学校　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　         　     　 5,590千円
　　    ・年収一定額未満の世帯に、生徒納付金の一部を補助。

　　ウ　高等学校等就学支援金（補助対象見込　50,916人）　　                  　　7,112,892千円
　　    ・高等学校(全日制・通信制)、高等専修学校、特別支援学校(高等部)の世帯年収910万円未満の生徒に対し、
　　　　　授業料の一部を補助する。また、年収一定額未満の世帯を対象として加算支給する。

（２）事業効果
　　  ・幼稚園：補助対象者は増加傾向にあり、不安定な経済情勢の中、ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄの役割を果たしている。
　　   　　　　 <幼稚園家計急変世帯補助数> 22年度:448人　23年度:757人　24年度:757人
　    ・高　校：経済的理由による退学者は減尐傾向にあり「１校あたり退学者数」は全国平均よりも低い。
　　　  　　　　（埼玉県 0.13　全国 0.37）また、父母負担軽減の充実により、平成24年度の県別定員充足
　　　 　　　 　率(入学者数／入学定員)は104.1％で全国第１位であり、学校の安定経営にも寄与している。
　　　    　　　 <私立高校における経済的理由による退学者数> 22年度:10人　23年度:6人　24年度:6人

（３）その他
　  　・平成26年度変更点：就学支援金制度の変更に合わせて年収350万円程度までの世帯への補助を充実させる。
　　　　　　　　　　　　　また、県内全日制高校の授業料平均額の推移に合わせて補助単価を増額する。

２　事業主体及び負担区分
＜保育料・授業料等・入学金軽減事業補助＞
　（県10/10）学校法人等0
＜就学支援金＞
　（国10/10、県0）学校法人等0

３　地方財政措置の状況
普通交付税（単位費用）（区分）教育費（款）その他の
教育費（細目）私立学校助成費（細節）私立学校助成費
（積算内容）私立学校経常費補助
高等学校（生徒１人当たり）11,100円

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×3.8人=36,100千円

要求額・審査額 国庫支出金 繰入金 諸収入

事 業
期 間

昭和52年度～ 根 拠
法 令

公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金
の支給に関する法律など

戦略項目 06　　　時代に応え未来を拓く人材育成

分野施策 020105　私学教育の振興

説明事業

B17
私立学校父母負担軽減事業補助 一般会

計

教育費 私立学
校費

私立学校等振興費 私立学校父母負担軽減事業補助

番号 事業名 会計 款 項 目

平成２６年度予算見積調書 課室名
担当名

単位：千円
内線　2558

【審査の考え方】 

 低所得世帯等への補助を充実する必要性を認め、要求額を措置した。 


